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国際金融危機下での中国中部経済の成長実態と見通し 
 
河南省社会科学院課題組 
 
―『中国中部地区発展報告［2010］』総論の一部紹介 ― 
 
郭 鋒訳、湯 進監訳、宮嵜晃臣監修 
 
はじめに 
宮嵜 晃臣 
 
2010 年 9 月 5 日から 11 日にかけ、専修大学社会科学研究所は中国中部・西部地区で実態調
査を行った。調査の初日 6 日に安徽省社会科学院を訪れ、実り多い研究交流が実現された。そ
の折、2010 年 1 月に上梓された『中国中部地区発展報告［2010］Annual Report on China's Central 
Region』を参加者全員に恵贈いただいた。米主導のグローバル資本主義から新興国のインフラ
市場と中間層市場に依存するグローバル資本主義に変容する中、中国の内需主導型成長の成否の
鍵は中部地区にあるといっても過言ではない。ところが帰国してみて、中国中部の研究が手薄な
ことが判明した。中国専門書店でも中部地区に関する文献を手に入れることは不可能であり、恵
贈された同書の存在の大きさに改めて気付き、総論の一部を早速訳出してもらうことにした。 
本学大学院生の郭 鋒氏に翻訳してもらい、週一度のゼミで日本語訳の精度を検証しつつそ
の内容の検討を行ってきた。当初専修大学社会科学研究所にその翻訳文を配置するつもりで
あったが、広く中部地区の現状を知ってもらうべく、月報にその一部を掲載することにした。
そのためにはさらに翻訳精度を高めなければならず、湯進氏に校閲をお願いした。 
掲載したのは同書の第 1 論文で、総論をなすもので、その一部を訳出したものである。ここ
で中部地区の全体像、各六省の現状を学ぶことができる。広く活用いただければ幸甚である。 
 
まえがき 
湯 進 
 
2008 年秋以降、米サブプライムローン問題に端を発した世界金融危機の影響を受け、中国経
済は調整の局面を迎え、沿海部の輸出型産業は減速した。中国政府は 2008 年 11 月に投資額 4
兆元規模の景気刺激策を発表し内需の拡大を図っており、その担い手としての中部地域は注目
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を浴びている。こうした背景下で、専修大学社会科学研究所は 2010 年 9 月に中部地域で実態調
査を行い、現地の政府系シンクタンクである安徽省社会科学院で「中国中部経済の実態」に関
する研究・交流会を実施した。また、同科学院が贈呈した『中国中部地区発展報告』(社会科学
文献出版社、2010 年)では、金融危機下での中部経済や、地域政府・地場産業の取り組み、更
なる経済発展への課題・展望などをテーマとし、多様な視点で中部地域の実態が描かれている。
同報告は中部地域六省二市の社会科学院の研究者が共同で研究した成果である。中部地域の事
例研究だけでなく、中国経済についての産業政策、地域経済振興、格差の是正等を反映した貴
重な文献としても読むことができるのである。 
このため、中部経済がどの方向に発展していくのか、それは中国経済・世界経済とどう影響
し合っているのかをより深く、理解する必要がある。本稿は、上述報告の総論(河南省社会科学
院課題組著)を取り上げ、ドアノックツールとして金融危機下での中部経済の全体像を紹介した
い。原典が中国語であるため、文脈により日本の読者向けに入れ替えを行い、またわかりにく
い中国語のキーワードや専門用語には脚注を補った。 
本稿は専門的であるため、訳出には新たな勉強を必要としたが、訳し終えた時点が研究者と
して望外の感想である。なお、本稿は中国経済研究に興味を持つ専修大学の教員・学生や、専
修大学社会科学研究所の研究者を主たる対象とし、さらには中国経済に関心を持たれる多くの
人々に中国中部経済に関する先行文献として紹介することのみを目的として訳されたものであ
り、営利を目的としたものではない。翻訳作業などについて、原典の贈呈先である安徽省社会
科学院、著者である河南省社会科学院の王建国研究員(研究課題チームの責任者)のご意見をい
ただいた。 
 
要旨 
 
中部崛起戦略を実施して 5 年が経ち、中部地区の経済成長の歩調が顕著に加速し、その国家
経済社会発展構造に占める重要性が益々際たっている。2008 年 9 月以来、国際金融危機が及ぼ
したマイナス影響に直面した際、中部各省は中央のマクロ経済政策の実施を着実に進め、いち
早く一連の成長維持の政策措置とその実行配置を行い、有効的に中部地区経済の安定と早急な
成長を促進し、中部全体の成長を V 字上昇に向かわせた。 
キーワード：中部地区 戦危機1 保増長2 助崛起
く っ き
3 
                                                      
1 戦危機とは、危機に立ち向かうことを指す。 
2 保増長とは、経済成長を維持し、促進することを指す。 
3 助崛起とは、崛起を促進することを指す。  
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一 中部地区の戦危機及びその効果の分析 
 
2008 年 9 月世界金融危機以来、金融危機が実体経済に対し影響の拡大につれ、さらに沿海部
から内陸部まで波及したため、中部各省は経済運行が困難に直面することになる。各項目の経
済指標が大幅に下落し、なかにはいくつかの指標が稀なマイナス成長を記録したという。金融
危機が及ぼしたマイナス影響を打消すため、中央政府は一連の柔軟かつ慎重なマクロ経済政策
を採用し、国民経済の持続的な安定成長を下支えした。新たな形勢の下で、山西、江西、安徽、
河南、湖北、湖南中部六省は国家の内需拡大、成長維持というマクロコントロールの導きで、
いち早く「戦危機、保増長、助崛起」の関連政策措置を実施し、国際金融危機の衝撃に備え、
中部地区の経済安定と早急な成長を後押し、中部の崛起戦略を深化し、飛躍的な成長形勢を維
持している。 
 
（一）中部地区における国際金融危機の影響 
1．経済発展の減速 
国際金融の激しい変動が実体経済に対する影響が次第に現れ、世界経済が新たな衰退期に突
入することになる。先進国家の失業率増加、所得減少、需給衰退、さらに世界経済成長を制約
したため、経済成長減速に向かわせた。国内外のマクロ経済形勢という大きな変化は、各種の
生産コストが大幅に上昇し、市場価格下落と市場の需給が減少を重ねたため、市場リスクの持
続的な拡大等マイナスの要素が中部地区経済の持続かつ快速な経済発展に大きな圧力を与えた。
2009 年 6 月、中部地区の GDP 平均成長率が 9%で、前年の同時期に比べ 4.3%も低減している。
中部地区の主要経済指標が普遍的に高位下落、成長の形勢が顕著に減速している。 
 
2．エネルギー産業に対する巨大なダメージ 
湖北省と安徽省を除き、山西、河南、江西と湖南四省の上位 5 位を占める産業は殆どエネル
ギー産業、特に電力、鉄鋼が中部六省において皆中核産業である。エネルギー産業は大きな比
重を占めるだけではなく、かつ中部地区の経済成長を担う主要動力でもある。中部各省の優位
産業の大半は国民産業連関のフロントエンドと価値連関のローエンドに集中し、そのパフォー
マンスと資源価格の関連性が異常に高く、国際金融危機が及ぼした影響で国内外の需給の緊縮
による衝撃が中部経済に対し乗数効果をもたらす恐れがある。石炭、電解アルミ、鉄鋼、建築
材料等のエネルギー原料価格の大幅下落により、各省の工業生産と利益にも相対的に大きなダ
メージを受けた。2008 年第 4 四半期より、山西省の約 8000 の中小企業は操業停止あるいは半
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操業停止に追い込まれた。安徽省は 2009 年の第 1 四半期の鉄鋼、非鉄金属4の利潤は前年の同
期比 35%減少した。2009 年前半、河南省の電解アルミ産業の生産力の 40%が開店休業という状
態に陥った。湖北省の鉄鋼産業の増加額は前年の同期比より 10%減少した。すなわち、中部地
区のエネルギー産業は大きなダメージを受けた。 
 
3．外国貿易輸出が妨げられる 
2009 年に入り、国際金融危機の持続的な悪化と拡大により、アメリカ、ヨーロッパ、日本等
の先進国の経済衰退がさらに深刻化し、新興発展途上国も一般的に苦境に立たされた。この危
機はわが国の実体経済にも直接の衝撃を与え、外需の大幅下落をもたらした。中部六省の外国
貿易依存度が高くないとはいえ、外需が大幅の収縮という状態下で、中部地区の輸出入総額が
大幅減少をもたらした。同時に、中部地区の外資企業の経営環境を悪化させ、輸出資金の回収
期が遅れ、輸出資金の(回収)リスクを増大させ、企業の資金運用問題が深刻になった。エネル
ギー原料の大幅変動により、生産が不安定な状態にある。為替レートの変動により、企業が長
期的な輸出オーダーを受けられない。輸出商品の価格下落により、利潤がさらに低下する。同
時に金融危機という大きな背景の下で、保護貿易主義と反自由貿易的措置の拡大により、中部
各省の対外貿易が妨げられ、輸出形勢がさらに厳しい状況に陥った。外部の需給の大幅減少の
影響により、2009 年前半、中部六省の輸出総額はわずか 181.5 億ドルに止まり、28.6%の下落を
記録した。下落幅は全国の平均下落幅よりも 6.8%高かった。 
 
4．内需主導型経済の競争激化 
世界規模の経済減速の流れで、わが国の輸出主導の経済発展モデルは強まる資源、環境と需
給の制約によって、困難がさらに増大する。経済の安定的な成長を維持するため、政府の介入
重点は内需拡大に切りかえられた。内需主導型経済への転換は、従来の需給不足が招いた国内
市場競争をさらに激化させた。東部地区は、資金、技術、人材など優位に立ち、沿海輸出企業
が国際貿易経験を有し、相対的に強い競争力をもつ。これらは中部地区に対し、特に中部地区
の中小企業に対し、厳しい挑戦に直面し、競争が激化することを意味する。 
 
5．雇用問題の突出 
経済成長の減速につれ、循環的・構造的な調整という二重の圧力によって、外国貿易の需給
                                                      
4 非鉄金属：鉄以外の金属の総称。賦存量や製錬法などの制約から鉄に比べ一般に生産規模が小さく、高
価。主要なものは銅、鉛、亜鉛、スズ、アルミニウムなど。便宜上、特殊なものを貴金属、希少金属と呼
んだり、比重の大小で重金属と軽金属に分けたりするが、厳密な分類ではない(百科事典マイペディアよ
り)。 
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が激減し、資本市場が持続的な変動と低迷に陥り、住宅市場の先行きを見守る雰囲気が漂う。
一部分の産業と企業が生産経営の困難の増大に直面し、企業利潤と財政収入の成長が減速し、
企業は操業短縮を行わざるを得なくなった。一部分の企業さえ倒産に追い込まれた。結果とし
て、経済成長の減速によってもたらされた就業への影響が表面に浮上し、求人数が減少したこ
とで就業状況がさらに厳しいものとなる。特に、中部地区は人口大省であり、金融危機の影響
を受けて発生した農民工の就業不順問題がまだ解決されてないまま、同時に 2009 年の大学新卒
者の人数も歴年の記録を刷新した。それによって、既存の失業者と新たな失業者数のダブル問
題が浮き彫り、城鎮の求職者数と求人数の間の格差がさらに拡大し、就業状況の改善に大きな
圧力を与えた。 
総合的にみると、国際金融危機がもたらした影響が今尚続き、短期間に改善する見通しがな
く、中部各省が直面している外部の経済状況は楽観的なものではなかった。世界各国による大
規模な財政・金融政策が行われ、我が国も一連の成長維持政策を押し進めたことで、中部地区
における金融危機の強い衝撃に耐え切り、中部各省の経済成長に積極的な変化をなし、「保増長、
保態勢、助崛起」は積極的な方針に転換した。 
 
（二）中部各省における「戦危機」・「保増長」の施策 
2008 年後半以来、国際金融危機のマイナスの影響と経済成長の減速に直面し、中部各省は中
央のマクロ経済政策を念頭に置き、「保増長・拡内需・調構造、重民生」5 という目標を掲げ、
いち早く一連の成長維持の政策措置と実行配置を行った。2009 年前半の中部地区の経済成長に
積極的な変化が多くなり、経済成長の減速が転換され、経済 V 字回復を図った上で、有効的に
中部地区経済の安定と早急な成長と飛躍的な成長形勢を維持した。 
1．産業転換発展、安全発展と調和発展の実現に向けて努力する 
山西省はわが国で最も典型的なエネルギー型経済地区として、国際金融危機のダメージを受
け、従来から形成された単一・初級の産業構造と「三高一低」6 という粗放型成長方式という短
所が露見された。2009 年前半、山西省は全国で唯一マイナス成長を記録した省であるため、経
済成長にとって大きな圧力に直面している。外部市場の低迷、内部構造の矛盾、経済成長の持
続的なマイナス成長などの多重の圧力下で、山西は「局部の犠牲で大局を維持する」という勇
気と決心を下し、「痛みを伴う」構造大調整を行い、産業転換発展、安全発展と調和発展の実現
を「戦危機」・「保増長」の戦略的な中核として経済成長を推進する。これは、山西省の科学的
                                                      
5 保増長・拡内需・調構造、重民生：保増長とは、経済成長を維持し、促進することを指す。拡内需とは、
内需を拡大させることを指す。調構造とは構造を調整することを指す。重民生とは、人民の生活水準の向
上を重視することを指す。 
6 三高一低：高投入、高消耗、高汚染、低パフォーマンスの経済成長方式を指す。  
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発展に影響し、それを制約した矛盾と問題を突き止め、科学的発展観7 の本質的な要求による
現れでもある。構造大調整は、科学的発展観の具体的な措置を学習・実践することを目的とだ
けではない。これは、経済危機に対応し、持続的な成長を実現するには、不可避のものであり、
さらに山西省の実情と結合させて発展観を昇華させることができる。 
産業転換発展、安全発展と調和発展の実現化させるためには、産業転換発展が最も基礎的・
根本的な問題である。産業転換発展には産業構造転換、成長方式転換、発展原動力転換が含ま
れているほか、経済環境転換、システム・メカニズム転換、社会の全面転換も内包されている。
山西省は企業・産業・鉱山を中心として、産業構造の改良を図り、省エネ・廃棄物排出削減を
推進させ、経済パフォーマンスを高めさせることで、社会経済の協調発展とエネルギー基地の
全面的な転換を推進させる。安定的な発展を実現することをもって、全面的に安全生産を強め、
かつ安全生産するため長い効果を持つ構造を建設する。調和発展を実現させることを通して、
科学の発展と調和社会8 の内在的な統一性が適切に把握され、各種の社会対立を正確に処理し、
早期に各方面の利益関係を協調させることができる。山西は「三つの発展」9 を戦略の重点と切
り口として、石炭の大省から新型エネルギーと石炭化学工業化の大省への飛躍を推進させる。 
 
2．新型工業化・都市化と農業現代化の推進を加速させる 
新型工業化・都市化と農業現代化の推進を加速させることは、経済成長の内なる原動力を増
強させる道程であり、危機と闘い成長を持続させ、中部崛起を推進するための必然的な選択肢
でもある。河南省は新型工業化を主導で、都市化を柱とし、農業現代化を基礎とした指導方針
                                                      
7 科学的発展観：2003 年 10 月の 16 期 3中総で打ち出された胡錦濤政権の指導思想である。これまでの経
済一辺倒への反省から、「以人為本（人間を大切にするの意）」の考えを基本に、経済発展と社会の全面
的な進歩、持続可能な発展がうたわれ、①都市と農村の発展、②各地域の発展、③経済と社会の協調的発
展、④人と自然の調和のとれた発展、⑤国内の発展と対外開放という５つのアプローチの統合発展という
目標である「５つの統一的企画」が打ち出された。「科学的発展観」は、ＧＤＰのみを追求せず、社会全
体のバランスの取れた発展を目指す考え方であり、一部の人が先に豊かになることを推奨した「先富論」
から「共同富裕論」への転換、環境、資源の収奪から自然と共生する持続可能な発展への転換を意味する。
物質的な豊かさのみを追い求める競争がもたらす歪みが深刻化する中、昨今の厳しい内外情勢を乗り切っ
て安定的発展を目指す切り札として、2008 年下半期から「科学的発展観学習実践キャンペーン」が政府組
織を中心に、全国的に繰り広げられている。(http://www.clair.org.cn/keyword.htm2010/11/28 より) 
8 調和社会：2004 年 9 月の 16 期４中総で初登場し、胡錦濤国家主席が 2005 年年頭の短いあいさつの中で
重ねて強調した言葉で、2005 年 3 月の両会で中国が目指すべき社会像としてクローズアップされた。「和
諧社会」の骨子は、経済成長が生んだ貧富の格差などの諸矛盾を解消し、社会、自然、人の調和のとれた
発展を目指すことで、胡錦濤政権のキーワードと言える。具体的には、①貧困人口の減少、②教育・医療
状況の向上、③社会治安と炭鉱など安全生産の改善、④収入格差拡大の緩和などの目標が掲げられ、「十
一五」でも取り上げられている。この「和諧社会（調和のとれた社会）」という言葉は、マスメディアで
も頻繁に取り上げられ社会全般に定着しており、政府はその実現に向けたさまざまな取組を進めている。
(http://www.clair.org.cn/keyword.htm2010/11/28 より) 
9 三つの発展：産業転換発展、安全発展と調和発展を指す。 
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を堅持し、全面的に「小康社会」10 の実現に向けて、伝統的なリーディング産業の改善と高度
化を加速させ、ハイテク産業を優先的に、「龍型経済」11、「クラスター化経済」、「チェーン式経
済」、「ブランド経済」、「革新経済」を発展させ、工業集中度と集約水準を著しく上昇させ、同
時に「一個担体、三個システム」(産業集中地域を担体として、現代化産業システム、現代化城
鎮システム、現代化革新システムの構築に着手する)を増強させることに着手し、積極的に
「8511」12 投資促進計画を実施する。「中原都市群」13 経済隆起地域を突破口として、都市化戦
略を持続的に推進させることで、「中原都市群」は全省経済を牽引し、中原崛起の先頭を担うほ
か、全国的な重要な競争力を有する成長の極になりつつ、世界各種生産要素と資源を河南に集
中させる。河南省は従来から農業の総合的な生産能力を高めることを堅持し、国家良質の小麦
生産地域として、良質の食糧産業を建設し、食糧生産の核心地域を作り出し、4 年連続で食糧
総産出量 500kg を突破し、5 年連続の新記録を打ちたて、10 年連続の全国第 1 位を保持した。
2009 年の河南省は夏穀物をもって、50 年一度の旱魃を乗り越え、食糧の総産出量が再び 500
億 kg 見込があり、国家の食糧(供給)安全に大きな役割を果たした。新型工業化、都市化と農業
現代化などの「三化」14 方針を着実に執行することで、河南省において「工農互促」、「城郷協
調」15、協調発展という良好的な局面を作り出し、農業を犠牲せず、弱体化せずという前提の下
で、工業化・都市化を促進させる道を歩みだした。 
湖北省は新型工業化の推進過程において、スピードとパフォーマンスを併存させ、「保増長」
                                                      
10 小康社会：「多少の資産があり、生活に困らない」状態、すなわち「いくらかゆとりのある社会」を指
しており、1979 年に故・鄧小平氏が、中国が当面目指すべきレベルとして提唱した。2005 年 5月には、胡
錦涛国家主席が 2005 年北京フォーチュン・グローバル・フォーラムの開幕式で、「21 世紀の最初の 20 年間
で、より高い水準の小康社会を全面的に建設する」という目標を改めて紹介。2020 年に GDP を 00 年比４倍
増の４兆米ドル、１人当たり 3,000 米ドル前後に到達させるという数字を挙げた。全体的にみれば中国の
「小康の実現」は着実に前進している。しかし、富裕層が出現すると同時に、農村部を中心に生活の維持
も困難な貧困層が存在するなど、経済格差の問題は深刻になっている。なお、「小康」とは経済状態あるい
は生活状態を指し、病状などに関して「小康状態」と表現するのは、中国語として一般的でない。
(http://www.clair.org.cn/keyword.htm2010/11/28 より) 
11 龍型経済：龍型は一種のイメージである。実際は、市場を先導方向として、有力企業(市場また仲介組
織)を龍頭とし、パフォーマンスで結びつけ、強い産業チェーン、輻射促進作用、高い市場占有率、将来性
がある地域的な組織を形成させることを指す。龍型経済は商品、企業によって産業体制が形成され、市場
化・規模化、一体化、集約化という特徴をもつ。 
12 8511：「投資促進プログラム 8511」の略である。8511 投資促進プログラムは、農林水利、交通、エネル
ギー、城鎮建設、自主革新、産業高度化、「資源節約環境調和」、社会事業など 8 大領域、500 個以上の 1
億元超のプロジェクトを始動させ、新たに総額 1 万億元規模のプロジェクト投資を促進し、1万億元超えの
城鎮固定資産投資を完成させる計画である。(『関于河南省 2008 年国民経済和社会発展計画執行情况与 2009
年計画（草案）的報告』より) 
13 中原城市群：鄭州を中心とし、洛陽を副中心とし、開封、新郷、焦作
しょうさく
、許昌
きょしょう
、平頂山
へいちょうざん
、漯河
ら く が
、済源
さ い げ ん
の 9
省轄市、14 県級市のほか 33 県、340 建制鎮を含む都市群を指す。位置づけとしては、延隴海経済帯の核心
区・重要な密集区、先進的な製造業基地、農産品生産加工基地及び総合交通・運輸センター建設である。(矢
吹晋『一目でわかる中国経済地図』蒼蒼社、2010 p.154 より) 
14 三化：標準化、制度化、規格化を指す。 
15 城郷協調：農業と農村を重点中の重点とし、都市・農村の調和のとれた発展を促進する。 
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と「提質量」を統一させる。経済成長方式の「大転換」の実現に向けて努力を重ねる。科学技
術の自主的革新能力を構造調整と成長方式転換の重要な一環として、科学技術の進歩と労働者
の素質向上を通して真に経済成長を軌道に乗せる。湖北省は工業の経済的な構造の「大調整」
の実現に向けて、高水準の国際的製造業地区の建設を加速させることで、ハイテク産業の比重
を高め、伝統的な主導産業を大きく、強く、良く、特殊化する基礎の上で、積極的に新興産業
を育成し、伝統的な産業のハイエンド化、「両型化」、ハイテク化を目指す。有効需給の「大開
拓」の実現、相互市場化の扶助、協同成長体制の構築に努め、市場リスクに共闘する。改革開
放の「大推進」の実現に努め、城郷の関連改革を深化し、「以工促農」、「以城帯郷」16 という成
長体制を確立させる。国際市場のマーケディングシステムと国際慣例の統合的なサービスシス
テムへの参加に向けて、国際産業分業への全面的な参加に向けた産業体制の確立を加速させる。
持続的な成長戦略を維持し、「資源節約型、環境調和型」社会を建設し、循環的な経済成長方式
への転換を促進させる。 
 
3．産業調整高度化、新たな経済成長ラインを創造 
金融危機調整期において、チャンスを掴み、伝統産業の高度化、新産業の育成、産業の最適
化・高度化の推進は経済成長を増強させる推進力となり、持続的、高度な経済成長を実現する
ための重要な方法である。河南省は長株潭17 の「両型」18 社会を建設する有利な時期を充分に
利用し、伝統的な産業のハイエンド化、「両型化」、ハイテク化をもって品質の向上を図る。積
極的に国家が公表した方針に沿い、鉄鋼、石油化学工業、設備製造などの 10 大産業調整振興計
画19 を実施している。湖南の実情と結合させ、湖南省なりの産業転換・高度化関連の政策を実
施し、プロジェクトを招致し、企業技術革新度を増大させる。湖南省における産業クラスター
化が低く、産業チェーンが不完全など問題に焦点をあて解決することで、典型的な優位産業の
強化、産業構造の高度化を促進する。企業の自主的な向上意識の持続的な増強を牽引し、大学、
                                                      
16 「以工促農」、「以城帯郷」：工業で農業を振興し、都市が農村の発展を牽引する。 
17 長株潭：長沙、株州
しゅしゅう
、湘潭
しょうたん
を中心とする都市群を指す。位置づけとしては、生態都市圏、先進的な製造
業の生産基地ハイテク産業基地、農産品生産加工基地、現譜代サービス業中心、総合交通・運輸センター
を建設である。（矢吹晋『一目でわかる中国経済地図』蒼蒼社、2010 p.154 より） 
18 両型社会：「資源節約型、環境調和型」の社会を指すことをいう。資源節約型社会は、社会がエネルギ
ー節約という土台で成り立ち、資源節約型社会建設の核心になるのがエネルギーの節約である。すなわち、
生産、流通、消費など各分野各過程、技術と管理などの総合的な措置を取り入れ、省エネを奨励し、持続
的にエネルギーの利用効率を高め、可能な限りに省エネと環境負担軽減を図りながら、益々増大する人々
の物質的・文化的な需給を満足させる発展モデルである。環境調和型社会は一種の人と自然との調和、共
存の社会形態である。その中核を担うのは、人類の生産・消費活動と生態系の間を調和させ、持続的な成
長を目指すことである。 
19 10 大産業調整振興計画は、１月 14 日から 2 月 25 日まで、国務院常務会議は自動車、鋼鉄、繊維、設
備製造、船舶、電子情報、石油化学、軽工業、非鉄金属、物流業の 10 大重要産業の振興計画調整を審議し、
原則的に採択された。2009 年から 2011 年の 3 年間に実施する(中国国務院 10 大産業振興計画より) 
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科学研究所との連携を強め、自主的に知的財産権を有する肝要の中核的な技術を研究開発し、
技術開発のネックを解消する。有力企業による独自の研究開発機構の設立を奨励し、技術輸入
と同時にその消化・利用を重視し、(創造・革新)技術の中で優位を見つけ、ブランドを樹立す
る。同時に、河南省は新興産業の促進を工業構造調整の突破口として、新興の中堅産業の発展
を促進し、電子情報、資源節約環境保護、太陽光発電、新エネルギー設備、生物医薬、アニメ・
漫画産業など成長の見込みが有望な「両型」産業と新興産業を奨励育成することで、河南省に
新たな経済成長において有利的な地位を占め、強い動力源を与えた。 
 
4．重点プロジェクト促進戦略を実施し、経済成長を牽引する 
プロジェクトは経済成長の重要の担体であり、プロジェクトの建設は成長方式転換の重要な
道程であり、同時に経済構造の調整、経済成長を牽引するためにも不可避のものである。 
2008 年の初め、江西省は省内実情に沿いプロジェクトの実施をもって戦略を動かし、プロ
ジェクトを切り口として、インフラ施設の建設を加速させ、企業に対し危機に対応するための
時間と主導的な立場を勝ち取った。中央の「十項措置」方針に従い、江西省は内需拡大に早効
性があり、経済を牽引する作用が大きい、重大なプロジェクトを確定した。プロジェクトは、
基礎的にして、長期なパフォーマンスを良好なものとする。経済成長の後押しになる大型の工
事プロジェクトをいち早くスタートさせ、産業構造の調整と最適化・高度化するために重点プ
ロジェクトの建設サポートの度合いを大きくする。経済を牽引する投資をさらに増強するため
に、江西省は対象の重点化、励行徹底、「安居」(安心な生活)プロジェクトを保証し、農村住民
生活プロジェクトと農業・林業インフラ施設、重大のインフラ施設、省エネ・廃棄物排出削減
と生態建設プロジェクト、文化・教育・衛生・スポーツなど社会諸事業、ハイテク技術と産業
構造の高度化など諸方面で投資を増強させ、最大限に世界金融危機と経済変動によるダメージ
を和らげた。固定資産への投資を拡大するためにあらゆる方法を講じ、経済成長を牽引する。
2009 年に入り、江西省は重点プロジェクト促進戦略は顕著な成果をあげ、大きなプロジェクト
が大きな投資を促し、大きな投資が大きな産業を促し、大きな産業が大きな成長を促すという
循環で、投資総額 2000 億元あまりの一群の重点的な工事プロジェクトが持続的に推進された。
重点プロジェクト促進戦略の実施は、江西省が世界金融危機に対応するための先行チャンスを
勝ち取り、江西省に新たなスタートラインからの出発により良くより早く成長するための堅固
な基礎を固めた。 
 
5．成長環境の最適化、産業移転の受け皿として 
国際金融危機による影響の深刻化と国家の新たな地域成長戦略の実施により、国内・国外に
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おいて新たな産業移転が始まり、先進国家のサービス業務の発展途上国への移転が加速し、沿
海各省の加工製造業も中西地区へ移転する傾向がみられる。ほかの中西部各省と比較すると、
安徽省は「汎長江デルタ」20 協業において先行チャンスを掴み、さらに関連産業、立地、エネ
ルギー、労働力など諸方面において絶対的な優位性を持つ。安徽は持続的なインフラの強化、
成長環境の最適化を通じ、積極かつ有効的に国内外産業移転の受け皿となり、安徽を沿海服装
紡績、かばん製造、靴類などの労働集約型商品の加工貿易、農副産品加工貿易、非鉄金属の高
度加工及び家電・電子部品の加工貿易の重要な受け皿となる。安徽は国家の内需拡大というチャ
ンスを掴み、国道、鉄道、港などの重要な交通インフラ整備に力を入れ、対外通路を開拓し、
「汎長江デルタ」地域とのインフラ施設の一体化の実現を加速させる。とりわけ恵まれている
立地優位性を生かし、「汎長江デルタ」地域との協業を引き続いて強化・深化し、皖
かん
江
こう
都市帯21 
を産業移転の受け皿としての模範地区を建設する。及び合肥
ご う ひ
、蚌埠
ほ う ふ
、安慶の 3 つの国家級加工
貿易段階の重要な移転の受け皿を契機として、工業開発区のサービス機能を向上させると同時
に、さまざまな国際サービス業務のアウトソーシング基地建設に力を入れ、産業移転の受け皿
としての地盤をさらに固めた。政府行政体制改革を推進し、企業に対しさまざまな税の引き下
げで優遇し、体制・メカニズムといった諸方面で「汎長江デルタ」との連携を深める。積極的
に物流、金融保険、科学サービス、仲介サービスなど生産性のサービス業を発展させ、サービ
ス機能を改善する。資本誘致に力を入れ、新たな資本誘致方式を創造・革新する。同時に安徽
は農民工と従業員の育成訓練に力を入れ、新たな産業移転のための人的条件を作り出した。 
 
（三）施策の成果 
中央の景気刺激政策と地方の関連措置を実施した後、2009 年、中部六省の経済運行に積極的
な変化が現れ、「保増長、保民生、保穏定」22 は顕著な成果をあげ、主要の経済指標が連続で上
昇し、景気の V 字型上昇の形勢が強化された。 
1．経済総額の持続的な増加、経済運行が V 字型上昇 
2009 年前半、中部六省の経済総額が持続的な増加し、V 字型上昇という良好形勢をみせた。
                                                      
20 汎長江デルタのその範疇が主に二つに分かれる。そのひとつは、「1＋3」モデルである。すなわち、上
海を龍頭として、江蘇、浙江と安徽三省すべて汎長江デルタ区域を含む。もう一つは、「3＋2」モデルは上
海、江蘇、浙江のほか、安徽と江西省もすべて汎長江デルタ区域を含む。どちらにせよ、安徽省が含まれ
ている。 
21 皖江都市帯： 合肥
ご う ひ
、蕪湖
ぶ こ
、馬鞍山
ま あ ん さ ん
、銅陵、安慶、池州
ち し ゅ う
、巣湖
そ う こ
、滁州
じょしゅう
、宣城
せんじょう
の 9 都市のほか六安市金安
区、舒城
じょじょう
県など 59(市、区)を含む都市群を指す。位置づけとして、長江デルタ・中西部と結合した立体交
通網を形成させ、インフラ建設・市場メカニズム構築・生態環境保護などの連携と強化することである。
(矢吹晋『一目でわかる中国経済地図』蒼蒼社、2010 p.154 より) 
22 「保増長、保民生、保穏定」：保増長とは、経済成長を維持し、促進することを指す。保民生とは、人
民の生活水準を保証することを指す。保穏定とは、経済の安定成長を保つことを指す。 
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2009 年 6 月までの中部六省の GDP 平均成長率は前年同期比で 4.3%低減したものの、2009 年第
1 四半期には 1%上昇した。中部六省の GDP 総額は全国の 21.6%を占め、前年同期比で 0.4%低減
した。中部六省の順位からみると、2008 年の GDP 総額の順位を降順に並び替えると河南、湖
北、湖南、安徽、山西、江西となり、2008 年 GDP 成長率の順位を降順に並び替えると湖北、
湖南、江西、安徽、河南、山西となる。2009 年前半、湖南 GDP 成長率が 12.8%となり、中部の
第一位、全国 5 位に躍り出た。安徽、湖北、江西三省の GDP 成長率の増加がともに 10%を超え、
11.8%、11.3%と 10.6%となる。河南省は GDP 成長率が前年同期比で 4%低減し、8.2%となった。
山西が石炭など中堅産業の下落影響を受け、経済成長率がマイナス 4.4%となり、第 1 四半期の
マイナス 8%に比べ好転する傾向がみられる。(図 1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 2008 年及び 2009 年前半中部六省 GDP 及び成長率の比較 
 
 
2．工業成長持続的に回復上昇 
国家と各省の「保増長、拡内需、調構造」と産業振興など一連の政策措置の実施により効果
が徐々に現れ、一部分の工業製品の価格が回復上昇し、市場需給逐次回復などの要素に牽引さ
れ、2009 年前半において、中部六省の内需拡大政策と直接的な関連をもつ工業製品の産出高が
ともにかなり高い成長を維持している。「保増長」政策は有効的に企業生産の回復を促進し、生
産販売形勢が好転し、利潤総額が月ごとに増大し、各省は 2008 年後半から以来の工業の急速な
下落する勢いが主に抑制され、工業経済パフォーマンスが V 字型上昇という形勢をみせる。 
2009 年前半、一定規模以上23 の工業成長値が 17.4%上昇し、成長率は全国第 4 位、中部第 1
                                                      
23 一定規模以上の工業企業は、全部の国有企業と年間 500 万元以上収益を計上する非国有工業企業を指
す。一定規模以上の商業企業は、全部の国有企業と年間 200 万元以上収益を計上する非国有商業企業を指
す。(http://j.people.com.cn/94476/100561/100569/7154647.html2010/11/28 より) 
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位を占め、そのなかで重工業の成長率は 17.5%であり、伸び率が前年同期比で 2.2%上昇し、し
かも軽工業の伸び率に比べ0.8%増えた。6大エネルギー大量消費業種の成長値は工業比重(35.3%)
の割合は前年同期比で 4.7%低減した。高度加工業種は重工業の 45.5%を占め、前年同期比で 7.1%
上昇し、成長(25.2%)が加速し、産業構造がある程度改善された。安徽省は一定規模以上の工業
成長率が 16.2%増加し、成長率は全国第 5 位、中部第 2 位を占め、そのなかで工業成長に対し、
軽工業の貢献度が 67.9%に達し、2008 年同期比で 44.4%上昇したことから、促す作用が著しく増
強される点が見て取れる。河南省は一定規模以上の工業の成長値が 2009 年 1 月の最低点の 1.6%
が下落した後、逐次回復上昇し、そのなかで前半の重工業成長率が 14.5%に達し、年頭初めに
比べ 13.0%上昇し、軽工業よりも 3.5%増えた。山西省は一定規模以上の工業成長率が 17.4%まで
に低減し、最下位に止まった。(図 2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 2008.8～2009.7 中部六省規模以上※工業成長率の比較 
※規模以上：国有企業と年間売上げ 500 万元以上の非国有企業 
 
3．投資規模が安定と早急な成長 
投資は経済成長の「エンジン」として、社会の最終需給を拡大させるもっとも直接的、効果
的な手段である。2009 年前半、中部六省は積極的に国際金融危機と経済成長減速の影響に対応
し、重点プロジェクト建設を加速させ、経済と社会の脆弱な部分への投入を増やし、積極的に
投資の構造調整と産業の高度化を促す。中部六省の投資への投入度が持続的増大につれ、投資
の成長率が加速し続け、投資構造も最適化しつつある。政府主導型の投資のパフォーマンスが
現れはじめたことにより、民間の投資成長率が高まり、各省の固定資産投資が高い水準の伸び
を維持している。そのなかで、投資規模からみると、2009 年前半、河南省の城鎮固定資産投資
総額が 4691.52 億元に昇り、中部の第 1 位を占める。第 2 位の安徽省の城鎮固定資産投資総額
が 3417.13 億元となる。山西省の城鎮固定資産投資総額が中部のワースト 1 位に占め、1411.33
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億元となる。投資の成長率からみる、2009 年前半、江西省の城鎮固定資産の投資成長率がもっ
とも早く、45.1%に達した。湖南省の城鎮固定資産の投資成長率が 40.3%である。河南省が 34.9%
で六省のワースト 2 位となる。山西省が 36.3%となり、前年同期比で 10%上昇した。(図 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 2008 年及び 2009 年前半中部六省都市における固定資産投資総額及び成長率の推移 
 
4．消費市場、日に日に活況を呈している 
消費を拡大させることで経済成長を支えるため、2008 年末から、国家と地方はさまざまな消
費拡大の政策措置を実施した。積極的に消費分野を広げ、自動車市場、住宅市場と株式市場を
維持し、城郷の消費市場開拓に力を入れた。特に「家電下郷」などの一連の消費奨励政策措置
を実施しつつ、投資から転化されてきた消費により、中部六省の消費市場に活況を呈し、経済
成長の減速に歯止めをかけた。2009 年前半、中部六省の社会商品小売総額の格差はそれほど大
きくもなく、各省ともに全国的な平均成長率(15%)(図 4)より高く、そのなかで河南省の成長率が
もっとも高く、19%になっている。山西省の成長率がもっとも低く、18.4%になっている。規模
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 2008 年及び 2009 年前半中部六省における商品小売総額及び成長率の推移 
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の上からみると、2008 年と 2009 年前半の中部六省の社会商品小売総額の順位が変わらず、降
順に並び替えると河南省、湖北省、湖南省、安徽省、山西省と江西省になる。 
現在、経済が V 字上昇したとはいえ、経済成長の不確定な要素がかなり多く、就業状況が厳
しい状況が続き、城郷の社会保険制度の不備などすべては消費者心理にかなり大きな影響を与
えた。2009 年前半に入り、中部各省ともに城鎮住民の所得増加幅が下落する傾向がみられる(図
5)。そのなか、2009 年 6 月に、湖北省、江西省と山西省の城鎮住民の一人当たりの所得増加幅
が 2009 年の第 1 四半期に比べ、それぞれ 12.9%から 10.7%に、11.5%から 9%に、7.5%から 6.8%に
低減した。安徽省、河南省と湖南省において、2009 年前半と 2009 年第 1 四半期の城鎮住民の
一人当たり所得増加幅が近く、大きな変化が見られない。中部六省の一人当たりの所得増加が
鈍化している状況下では、各省の社会商品小売総額が名目成長率、実質成長率ともにさらなる
成長が見込まれない。全面的に消費者心理を改善し、消費の安定と早急な成長を維持するには、
粘り強い努力が欠かせられない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 2008 年及び 2009 年前半中部六省における都市住民一人当たり収入及び成長率の推移 
 
5．輸出入の持続的な下落、下落幅がいくらか拡大 
外部の需給が大幅に縮小した影響で、2009 年前半、中部六省の輸出入総額が前年の 11 月、
12 月以来下落傾向が継続してみられるが、2009 年 6 月から、各省の輸出入総額の下落幅がよう
やく安定した。2009 年前半の中部六省の輸出入総額が 181.5 億ドルとなり、28.6%の下落幅が全
国的な平均より 6.8%も増えた。そのなか、江西省の輸出入総額の下落幅がもっとも小さく、下
落幅が 16.6%になっている。山西省の輸出入総額の下落幅がもっとも大きく、下落幅が 54.6%に
も達した。湖北、湖南、河南、安徽四省の輸出入総額の下落幅が順次に増大し、それぞれ 23.6%、
26.1%、27%と 32.9%になっている。(図 6) 
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図 6 2008.8～2009.7 中部六省における貿易総額の成長率の推移 
 
2009 年前半の中部六省の輸入と輸出の状況からみると、主に輸入幅が縮小し、そして輸出下
落幅が増大するという問題点がみてとれる。そのなか、江西省の外国貿易輸出総額が 29.3 億ド
ルで、11.1%の下落幅が全国において下落幅のもっとも小さい省である。これに対し、山西省の
外国貿易輸出総額が 12.4%億ドルで、下落幅が全国第一位である。(図 7) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 2009 年前半中部六省における輸入総額と輸出総額の比較 
 
6．財政収入持続的に増加する 
マクロ経済が景気回復し、財政収入の増加をもたらす。2009 年前半、中部六省の財政収入が
2589.6 億元で、9.4%の増加幅が第 1 四半期に比べ 2.5%増えた。そのなか、江西省は 16.3%の増加
幅で中部六省の第一位を占める。そのほか各省の財政収入の増加幅を降順に並び替えると湖南
省(12.6%)、安徽省(12.3%)、湖北省(8.3%)、河南省(6.7%)、山西省(3.6%)となる。山西省は 2008 年
の中部地区の第 3 位から 2009 年前半の中部地区のワースト 1 位となった。(図 8) 
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図 8 2008 年及び 2009 年前半中部六省における地方財政収入及びその成長率の推移 
 
（四）中部地区と全国及び、東部、西部地区の比較 
中部地区と全国及び、東部、西部地区の地域比較をすると、2009 年前半、国内の地域経済成
長の局面に変化が現れ、東部、中部、西部の地域経済は前後に景気回復し、再び上昇する。同
時に、西部経済が従来の「先進地区が未発達地区を助ける仕組み」の「(国内)経済成長段階モ
デル」24 を一変させ、東部、中部と全国よりも早く反発上昇し、やがて西部経済が快速的に成
長、中部が持続的に崛起、東部沿海成長減速という新局面を迎えた。主要経済指標のなかで、
中部地区の消費増加が東部、西部地区よりも大きく、工業、投資と財政収入の増加幅が西部地
区より低いが、東部地区と全国より高く、中部地区の輸出下落幅が東部、西部地区よりも大き
いという。 
2009 年前半、中部六省の GDP 平均成長率が 9%であり、前年同期比で 4.3%低減し、2009 年の
第 1 四半期より 1%増えた。全国及び、東部、西部地区と比較すると、中部六省の GDP 平均成
長率が全国水準より 1.9%増え、東部地区水準より 0.1%高くなっているが、西部地区水準より 2.9%
低くなっている。(図 9) 
 
 
                                                      
24 (国内)経済成長段階モデルとは、バーノン（R.Vernon）のプロダクト・ライフサイクルに由来する理論
である。商品が市場に投入されてから姿を消すまでの流れ。商品を生物の一生に例えて考えることから、
ライフサイクルという表現が使われている。通常のライフサイクルは、「導入期」→「成長期」→「成熟期」
→「衰退期」という 4 つの段階を辿る。また、成長期を「成長前期」と「成長後期」に分けたり、成熟期
と衰退期の間に「飽和期」を加えるなど、5段階や 6 段階のサイクルに分類するケースもある。ライフサイ
クルという考え方はプロダクトだけではなく、情報システムや運用管理、改善計画などにも取り入れられ
た。最近では多くのビジネス現場で使われるようになってきた。従来の一方通行的なプロダクトの流れで
はなく、固有の商品は寿命を終えても、市場にはそれに代わる商品が導入されることから、循環するサイ
クルとしてとらえられる傾向が強い。特に「PDCA サイクル」などは有名。地域経済学にこの理論を導入
することで、(国内)経済段階成長モデルを生み出す。 
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図 9 2009 年前半全国及び中部、東部、西部地区の GDP 成長率の比較 
 
国家統計局のデータ表示では、一定規模以上の工業成長率をみると、依然として中部地区が
西部地区より低いが、全国と東部地区より高くなっている。2009 年前半、中部地区の一定規模
以上の工業成長率が 6.8%であるのに対し、全国の一定規模以上の工業成長率が 10.7%で、東部
地区が 5.9%で、西部地区が 13.2%である。(図 10) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 2009 年前半全国及び中部、東部、西部地区の一定規模以上工業成長率の比較 
 
2009 年前半、中部六省における社会固定資産投資額が 20122.3 億元に達し、37%の成長率を
示し、全国平均より 3.5%増え、前年同期比で 3.4%向上した。中部六省投資は全国比重の 22%を
占め、前年同期比で 1.3%上昇した。城鎮固定資産投資の増加幅からみると、中部地区の 38.1%
の成長率が全国成長率よりも 4.5%高かった。西部地区の成長率がもっとも高く、42.1%となって
いる。東部地区の成長率がもっとも低く、26.7%となっている。(図 11) 
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図 11 2009 年前半全国及び中部、東部、西部地区都市における 
固定資産投資総額及びその成長率の推移 
 
2009 年前半、中部地区地方財政収入の増加幅が 8.6%なり、西部地区より 4.2%低く、それぞれ
全国と東部地区より 2.0%、4.2%高かった。(図 12)もっとも西部地区の多くの省市の地方財政収
入の増加幅はともに全国水準より高く、そのなかで内モンゴル、チベット、甘粛の三省区の累
計増加幅がともに 20%を超え、全国のなかで上位 3 位を占める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 12 2009 年前半全国及び中部、東部、西部地区地方財政収入の成長率の比較 
 
中部、東部、西部地区の成長形勢を比較してみると、各地域の経済ともに V 字回復した。中
部、東部、西部地区の成長率に顕著な差異があるのは、各地域経済成長の動力の差異によるも
のである。2008 年前半の中・西部地区において自然災害のための基数がかなり低く、加えて今
年の大災害の復興建設に力を入れるなどその要因をなしている。東部経済は極めて高い外部依
存性をもつことに対し、中部経済の開放度が東部と西部の間に位置しているが、国際金融危機
の影響を受けて、ある程度下落し、回復反発スピードも西部と東部の間に位置する。 
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（五）中部地区「戦危機、保増長、助崛起」の経験と示唆 
中部崛起戦略を実施して 5 年が経ち、中部地区の経済成長が顕著に加速し、都市・農村(城郷)
住民の生活水準が安定的に上昇し、国家経済社会発展構造において中部地区の重要性が益々際
たっている。国際金融危機の発生は中部地区経済に対してその影響は厳しくかつ深刻なもので
あった。そこで、中部六省はインパクトへの緩和能力をテストし、発展基盤に試練を加え、対
応能力を検査するものとなった。「戦危機、保増長、助崛起」の過程において、中部六省は多く
発展を制約する矛盾と問題を全力で明らかにし、多少の経験と啓示を勝ち取った。 
 
1．比較優位を発揮する 
区域特徴を把握し、その比較優位を発揮することで、長所をのばし短所を克服し、優位を生
かして、地域経済を強く大きくする。これら、充分に現在の中部崛起 5 年以来の成長過程にお
いて、中部地区の科学発展・飛躍的な発展の戦略計画と中部地区の「戦危機」「保増長」の過程
においてこういった傾向がみられる。 
中部地区は抜群の農業優位を持ち、豊かな農産物資源を保有し、迅速な現代農業発展を実現
し、国家食糧生産の核心地区と重要な商品食糧の基地となっている。抜群の交通優位に立ち、
立地優位が顕著で、迅速な高速道路の発展を実現し、高速鉄道の潜在力が大きく、東西連結、
交通便利、国内外の重要な交通・運輸の中心都市が六省の至る所にある。抜群の人口優位を持
ち、中部地区の人口が多い、特に農村人口が多く、豊富な労働力の供給、巨大な消費潜在力、
発展余地も十分ある。抜群のエネルギー優位を有し、中部六省の天然資源が豊かであり、エネ
ルギーの供給センターである同時に、重要な原材料生産基地でもある。抜群の産業優位を有し、
中部地区は古くから工業基地、生産設備製造業基地として、良好な産業発展基礎を有する。 
中部六省は終始して比較優位を足場・着手点として発揮し、終始して優位プロジェクトの強
化を堅持して崛起を促進する。優位を確認し、科学で優位を把握することを通して、実際から
出発することで挑戦に対応したため、生命力と活力を持つ優位産業とプロジェクトの育成に成
功し、中部地区の困難克服への対応力を促進し、中部全体の成長を V 字型上昇に向かわせた。 
 
2．サポート能力の強化 
中部地区は我が国重要な食糧生産基地、エネルギー・原材料基地、生産設備製造業基地と総
合的な交通・運輸のセンターとして、国際金融危機の衝撃への対応、経済の安定と早急な成長
を維持する上で、重要なサポート役割を果たしてきた。 
「保増長、保民生、保穏定、促崛起」というテーマをめぐり、中部地区は終始して食糧サポー
ト能力の強化に堅持し、食糧生産核心地区の建設強化を重点として、農業の構造調整を加速し、
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積極的に現代農業を発展させ、農業の「産業化経営」の促進に力を入れ、農業・農村のインフ
ラ施設の建設を強化し、持続的に農業の総合的な生産能力を高め、農業の基礎的な地位を確保
したうえで、国家の食糧安全を確保する。 
中部地区は終始して工業サポート能力を重視する方針を堅持し、伝統的な優位産業に立脚し、
旧工業基地の振興とエネルギー自律調整型都市への方向転換を促進する。冶金、機械、非鉄金
属、製紙、科学工業などの業種に対し、先進化、「両型」化、ハイテク化を図り、品質の向上・
改造を通して、持続的に伝統産業の向上と新興のリーディグ産業の育成を促進し、国家の新た
な産業調整と振興計画のセンターになり得るために努力する。 
中部地区は終始にエネルギーサポート能力を重視する方針を堅持し、充分にエネルギー優位
を発揮し、配置最適化、集中開発、高効率利用、高度加工、安全・環境保護の原則に照らして、
中部地区の重要なエネルギー・原材料基地としての地位を強化・向上させた。さらに、国家経
済建設へのエネルギー商品の供給に尽力し、エネルギー逼迫による経済の持続的な成長へ制約
状況を有効的に緩和した。 
 
3．基礎強化に力を入れる 
国際金融危機の衝撃は、中部地区の成長能力、対応能力に厳しい試練を与えると同時に、中
部地区の発展基盤への全面的な試練ともなっている。 
中部地区は持続的に革新発展の基礎を固め、終始して自主的な革新能力を増強することをと
おして産業構造の調整、成長方式の転換、総合的な競争力の向上を計り、そのことによって、
新型工業化の推進に力を入れている。同時に、中部地区の現代生産設備製造業及びハイテク産
業基地の建設に着手し、科学技術の体制改革を持続的に深化し、技術革新体制の健全化、ハイ
テク産業の規模拡大、科学技術成果転換比率の向上、科学技術への投資増加、人的資本の充実、
科学技術革新を方向転換成長の重要な動力源として、ハイテクと先進適用技術をもって伝統産
業の改造を行い、全体の実力と水準を向上させ、中部地区の経済成長方式をエネルギー依存型
からイノベーション主導型開発への転換を促進させる。 
中部地区は持続的な成長基礎を固めることを途切れなく、持続的な成長戦略の実施を堅持し、
持続的に品質を向上させ、発展水準を向上させ、成長方式の転換を加速し、「資源節約型・環境
調和型」社会の建設に力をいれる。近年、山西、河南、江西等の中部各省はともに厳重な環境
汚染企業を封鎖し、省エネ・環境保護産業の発展に力を入れ、工業のグリーン生産を全面的に
展開し、循環経済実験事業の効果が顕著である。中部各省は、エネルギー整合の推進に力を入
れ、エネルギー消耗構造において、各省は確実に省エネ・廃棄物排出削減政策を実行し、逐次
にエネルギー大量消費・高汚染及び後進的な産業エネルギーを淘汰する。産業構造において、
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エネルギー大量消費・高汚染の産業の「両型」化による品質改善に力を入れ、重点に装備製造
業を中心とする現代的な製造業を作り上げる。産業構造において、各省は積極的にグリーン製
品、低エネルギー消費製品、低炭素製品を発展し、国内外とも製品競争力を強化させ、新たな
経済成長点と競争優位を作り出す。 
 
4．科学発展を飛躍的に発展させる 
危機に対応する過程において、中部各省は成長特徴に依拠し、際立った矛盾と核心問題を把
握し、正確に担い手を選び、重点突破することで、持続的に発展動力と活力を増強させる。こ
れは、科学的発展観を貫徹するための本質な要求である同時に、飛躍的な成長形勢を実現する
ための必然的な選択肢でもある。 
中部各省は、産業調整・ハイテク化の担い手とし、ともに一連の「戦危機」、「保増長」措置
を実施した。これらの措置は各自の特色・偏重を持つと同時に、一つ共通点として産業調整高
度化を重点としている。そのなかで、重点として 8 大産業25 の調整・振興計画を実施し、伝統
産業の立ち遅れた生産能力を淘汰し、リソース統合、合併再編と最適化・高度化を加速させて
いる。また、リーディング産業と「龍頭」企業26 をさらに増大し、全面的に産業構造の技術・
パフォーマンス水準を昇進させ、商品の付加価値を高め、産業競争力を昇進させている。経済
危機によってもたらされたチャンスを掴み、新興産業の成長・増大を促し、一部分の新エネル
ギー、新素材、生物科学技術などリーディング型技術産業の最適化プロジェクトを加速させ、
多角的にリーディング産業局面の形成を早めている。 
重点プロジェクトの建設を担い手とする。重点プロジェクトは、危機対応・経済成長を牽引
するエンジンである同時に、産業転換促進と成長余力増強の動力源でもある。中部六省は、中
央の「十大措置」方針に従い、一連の内需拡大に早効性があり、経済を牽引する作用が大きい、
重大なプロジェクトを確定した。これらのプロジェクトは、基礎的にして、長期なパフォーマ
ンスを良好なものとする。重点プロジェクトを担い手として、新型工業化、都市化の促進を加
速させ、プロジェクトの建設で転換発展を促す。これは、国際金融危機に対応するためのもっ
とも堅固・有効の措置の一つである。 
「両型」社会の建設を担い手とする。優勝劣敗メカニズムの下で、産業の調整・高度化を促
し、現代産業システム建設の遂行を早める。中部各省は、産業構造の転換、成長方式の転換、
                                                      
25 8 大産業：生産設備製造業、原材料産業、軽紡績産業、ハイテク産業、現代サービス業、現代農業、イ
ンフラ施設、環境保護と資源の総合利用など。(安徽省の『皖江城市帯承接産業転移示范区産業発展指導目
録』による。) 
26 龍頭企業とは、農民の現金収入が少ない農村部にあって、農産品加工などによって農業の「産業化」を
図り、地域の経済発展を引っ張っていく企業を指す。 
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成長動力源転換を促進する過程において、「環境節約型、環境調和型」の「両型」社会の建設を
事業担い手として、資源節約と環境保護を堅持し、省エネ・廃棄物排出削減と循環経済成長を
促す。「両型」化は、中部地区成長方式転換の重要手段となる。 
 
5．危機中にチャンスを求める 
国内外の厳しい経済形勢と経済減速による圧力のため、中部六省は積極的に中央・国務院の
諸政策を実行し、経済変動のなかで成長チャンスを掴み、把握することで、逆況のなかで、有
利な要素を発見・育成し、正確・早急に「戦危機、保増長、助崛起」の対策措置を科学的に計
画し、成長主導権を勝ち取り、勢いに乗じ、能力を発揮し、国際金融危機の下で中部崛起に対
するマイナス影響を最低限なものとする。経済運行のなかに積極的な変化が現れたことは、中
部各省の対応政策の正確性・早急性と有効性を物語っている。同時に、中部地区経済の安定と
早急な成長を維持し、中部崛起を実現するために良好な基礎を築いた。 
 
二 金融危機対応策の実施に伴う課題 
 
中部地区各省は中央の指示に従い、積極的に「拡内需、調結構、保増長」、経済がV字上昇し、
良性な成長勢いをみせる。同時に、外部経済環境が依然として複雑・厳しいなかで、不確定・
不安定要素が多く存在し、わが国のV字上昇の基礎がまだ健全なものではなかった。 
 
（一）外需縮小による中部地区に対する経済的な影響が依然に持続する。 
2009 年 8 月までに、世界各国は経済減速の底から回復を始めたが、まだ時間がかかることに
なろう。この影響を受け、2009 年 1～8 月の中部六省の総輸出入総額は大幅な下落が継続し、
輸出の下落幅も拡大した。世界的な景気減速の状況下で、2009 年 1～8 月の中部地区の工業製
品輸出が依然として低迷している(図 13)。2009 年の工業製品の価格推移をみると、中部六省は
依然として低い水準にある。これは、依然として需給のアンバランスを示し、供給超過という
局面がまだ解消されていない。2009 年の販売状況をみると、中部六省は需給のアンバランスに
よる企業収益が低迷している一方で、生産・販売の連携レベルが低水準にある。中部六省は、
外需が著しく縮小したため、輸出型企業が国内販売に転向することで、国内市場における競争
が益々激化した。こういった状況の影響で、2009 年の工業製品の販売困難が増大し、市場形勢
が依然として厳しいままにある。 
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図 13 2007～2009 年 1～8月中部六省における輸出成長率の比較 
 
（二）一部分の業種と企業の生産経営（状況）が依然として困難 
中部地区のエネルギ ・ー原材料産業の比重は大きく、金融危機のインパクトが遅れたものの、
影響はより深く、期間がより長くなった。金融危機の影響を受け、中部地区のエネルギー・原
材料産業のパフォーマンスが大幅下落し、一部分の企業の生産経営(状況)は依然として困難な
状況にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 14 2008～2009 年中部六省における規模以上工業成長率の比較 
 
1．石炭産業 
2008 年以来、全国コークス用炭の価格下落幅が 50%に達した。石炭、コークスなどの工業必
需に対する需要が日々に減少しため、一部分のコークス企業はストックが大きく、販売が小さ
くという心配な事態に陥った。全国のコークスのストックの増加という圧力を受け、企業は生
産削減あるいは操業停止をせざるを得なかった。数多くのコークス企業が半操業停止という状
態に陥った。 
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2．鉄鋼産業 
現在、我が国の鉄鋼総額は過剰であり、生産能力が国内消費と輸出に比べ 25%～30%も過剰に
なっている。国際金融危機の影響を受け、2008 年 11 月から鋼材価格が連続して下落した。1994
年以来の最低水準を記録し、主要鋼材の価格も 3000 元/トン以下まで落ち込んだ。2009 年 3 月
下旬に至り、国家の「拡内需、保増長」の措置の影響を受け、鋼材価格が V 字上昇し、3400
元/トンくらいまでに上昇した。 
 
3．非鉄金属 
2009 年後半以降、金融危機が実体経済に対して影響が増大するにつれ、中部地区の非鉄金属
産業が大きな衝撃を受け、製品価格が大幅下落し(銅の価格下落幅は最大時に 70%に達する)、産
出量も下落し続ける。国際市場の需給不足、国内消費の低迷、企業の運転資金の調達困難、産
業全体の欠損等、産業の安定成長には厳しい状況が立ちはだかっている。そのなかで、原材料
価格の激しい変動、市場需給の縮小と運転資金が不足するなどの要素より影響を受け、中部地
区の銅加工業の稼働率が著しく低い水準にある。 
 
4．化学工業業種 
金融危機、生産能力過剰、輸入製品の増加といった影響を受け、我が国の今年前半のメタノー
ルなどの化学工業のプロジェクトは、昨年の第 4 四半期から低い稼働率・利潤を引き続いてい
る。現在、生産能力が大きく、対外依存度が大きく、外需が顕著な回復が見込めないという状
況においては、市場競争を加速させ、製品価格が下落し、多くの企業は受注減少のため、販売
収益が低迷した。一部分の企業は、特に中小企業がパフォーマンスの下落により短期間での回
復が難しく、安定的な V 字上昇という形勢を一変するには多くの困難と直面しなければならな
い。 
 
（三） 農業の安定成長と農民の収入増加の難度が大きい 
中部六省(山西、河南、湖北、湖南、安徽、江西)の総人口数は、3.61 億人であり、全国総人
口数の 28.1%を占めている。そのなかで、農村人口が 2.44 億人であり、全国の総農村人口数の
三分の一近く占めている。中部六省は、我が国の重要な農業生産基地であり、全国の農業人口
がもっとも集中し、「三農」問題27 が目立っている地区でもある。 
                                                      
27 三農とは農村、農業、農民を指す。三農問題の具体的な現れが、都市・農村間での所得格差の拡大であ
る。また、所得が低い農民のほうが、都市住民より税負担が重いことも大きな問題である。(加藤弘之｢農
村がいかに変化したか 農業と郷鎮企業｣南亮進、牧野文夫編『中国経済入門 世界の工場から世界の市場
へ』(第 2版)、日本評論社、2005 P.87) 
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現在、中部地区において農業の安定成長と農民の所得増加の実現に向けて、まだ多くの不確
定の要素が存在し、多くの顕著な矛盾と問題に直面しなければならない。その一、農業のイン
フラ施設と技術設備の水準が低いこと。農業設備と水利、電力施設の水準が現代農業へ移行す
るための差が大きく、設備改造・更新に遅れが目立ち、設備が老朽化している問題、これが農
業生産と農民の所得増加の「ネック」になっている。その二、農産物の加工技術が立ち遅れる
こと。農産物加工企業の数が少なく、規模が小さく、実力が弱く、ローテク加工が一般的であ
り、高度加工が少ない。加工品の種類は多いが、プランドは少ない等の問題は、農業の産業チェー
ンを短くし、付加価値率を低めた。その三、農民の組織化程度が低いこと。農民の専門的な合
同組織がまだ初歩的な段階に位置しているため、農民の利益との連携体制及び利益関係との結
びつきが弱い。そのため、農業の生産・販売の過程において、協力・管理・サービス機能が完
全に作動していない結果、激しい市場競争のなかで、農民の弱小地位に根本的な変化が訪れな
かった。その四、農村の労働力人口の全体的な素質が低いこと。農村の労働力人口については、
依然として大量の貧困人口が存在し、高等教育人口が相対的に少なく、今だに一部分では小学
レベルの農民さらには非識字者も存在している。これは、直接に農業の生産経営・管理する人
材が乏しい状況をもたらし、農業労働生産率の向上と現代農業への移行を制約している。その
五、農業への資金援助が乏しいこと。県・郷・村の債務の程度が甚だしく、政府による援助・
手当が相対に少ないため、農民の全体へその恩恵を及ぼすことが難しい。同時に、農村の金融
システムが不健全のため、融資方式が少なく、コストが高いゆえ、多くの農民が銀行から融資
を受けることが困難である。その六、科学技術の水準が相対的に低いこと。農業技術サービス
ネットワークの健全化につれ、大量の農業の実用技術が広範囲に適用される、その結果農業の
急成長を促す。ただし、現代農業を促進するといった基準で評価すると、水耕法(栽培)、細流
灌漑、遺伝子組み換え技術などの技術が広く応用されていない。その七、農業に関わる資源的
な矛盾が日々に浮き彫りになってきていること。耕地、水などの自然資源が有限であり、都市
化と工業化の急速な推進につれ、耕地と水資源が減少し続け、農業に関わる資源的な矛盾がま
すます際立つ。そのほか、農民工の就業者数の増加速度と賃金水準の増加幅がともに下落し、
さらに主要な農畜産品価格の下落圧力が大きいため、農民の所得の早急な増加に影響を及ぼす。 
 
（四）構造調整と省エネ・廃棄物排出削減を促進する課題が極めて困難 
中部地区の産業構造に問題がある。それは「重型化」であり、すなわちエネルギー諸産業が
大きな比重を占め、加工業の初歩加工という傾向に著しく現れている。経済成長パターンが「粗
放型」であり、主にエネルギーの大量消費、深刻な環境汚染、技術価値が高くないことに現れ
ている。体制からみると、沿海地域と比べ、中部六省の国有企業の比重が高く、民営企業、外
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資企業の発展が相対的に遅れている。これは中部地区の成長の「木樽の最短部分」28 となる。
今回の金融危機は我が国に影響を及ぼし、沿海部など開放型、需給の高い地域が受けた影響が
比較的に大きく、中部地区は対外開放のレベルがスタート段階にあるため影響が小さい。しか
し、危機の深刻化につれ、漸次影響を受けるようになる。そのほか、保守思想、経済の活力不
足も中部発展を制約している要因となっている。 
中部地区のエネルギー産業構造に基づき、今回の金融危機のインパクトが遅れたものの、影
響はより深く、期間がよりと長くなった。中部六省のエネルギ ・ー原材料産業の比重が大きく、
これらの産業は国民経済産業チェーンのフロントエンドに位置し、国際金融危機のインパクト
が遅れたものの、影響がより深かいものとなった。 
金融危機に対応するために、国家は「拡内需、調構造、保増長」という措置を公表した。し
かし、GDP 成長を中心とする経済環境の下で、省エネ・廃棄物排出削減を実現できるか、どう
か、依然として大きな問題である。国家のレベルからみると、2008 年 11 月に提出された 4 兆
元資金が 2009 年に続々と投入され、鉄鋼、自動車産業の振興計画が正式に打ち出され、石油化
学、紡績などの業種の振興計画を策定している。中部各省の政府は、地元の経済成長の牽引、
就業機会、投資と消費需給を拡大するため、一連の政策を実施した。一連の政策措置は、「保八
戦役」の勝利29 のために、良好な基礎を築いた。ここで一つの問題が生じる恐れがあるという。
すなわち、GDP 成長を維持するために、各レベルの政府がエネルギーを大量に消費することで
ある。特に、経済を牽引するための 4 兆元の投資は、再びエネルギー大量消費産業(業種)への
投資を反発する恐れがある。石油、石炭などの一次エネルギーの価格下落により、省エネの内
なる推進力に対しマイナス影響を及ぼす。原油価格高騰の時期に比べ、省エネがもたらすメリッ
トと社会的な省エネ意識ともに低下する傾向がみられる。同時に、設備の稼働不足はエネルギー
の有効利用率の低減をもたらす恐れがある。エネルギー大量消費産業(業種)の反発にしろ、省
エネ意識の低下にしろ、エネルギーの有効利用率の低減にしろ、いずれも少なからず 2009 年の
省エネ・廃棄物排出削減事業に影響を及ぼし、「十一五」30 という省エネ・廃棄物排出削減の総
目標の実現を阻む恐れがある。 
                                                      
28 木樽の最短部分：ショートバレルプレート管理理論のことを指す。樽の理論ともいい、木樽に入れる水
の量は、木樽の最長部分にではなく、木樽の最短部分によって決定される。 
29 「保八戦役」の勝利：2009 年の GDP 成長目標を 8%以上維持することを達成することができた。すなわ
ち、2009 年の中国 GDP 成長率が 8.7%であった。 
30 十一五：第 11 次 5 ヵ年計画(2006～2010)の略である。「十一五」は中国政府が推進している「小康社会
（生活に多少ゆとりのある社会）を実現するための重要な時期」と位置づけられている。今回の「11・5
規画」においては、エネルギー消費原単位を 2010 年時点で 2005 年比 20%削減、主要な汚染物の総排出量を
同 10%削減、単位当たり工業増加値による水の使用量同 30%削減、森林の被覆率を 20%にするなどの目標を
打ち出している。「11・5 規画」期間の初年度となる 2006 年は GDP 成長率 8%と想定し、エネルギー消費原
単位前年比 4%減が目標とされている。(http://www.clair.org.cn/keyword.htm2010/11/28 より) 
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（五）雇用の圧力が依然として大きい 
金融危機の就業へのインパクトは、GDP へのより大きい。中国社会科学院が 2009 年に発行
した『中国城市発展報告 NO.2』（『城市青書(BLUE BOOK)』）の表示によると、五つの省の 15
の企業を対象とした調査では、2009 年 3 月までに、企業の求人者数の減少幅が 5.3%に達し、既
存の中国の膨大な労働人口数を加えると、毎年に約 1500 万の求職者が新たに増加し、2009 年
の大学の新卒者数も 600 万人に昇る。労働局(部門)3 月のデータによると、今だに 1100 万の農
民工の就業が実現されていない。同時に、大学の新卒者数と求人者数との間の需給関係に変化
が見られ、大学の新卒者を対象とする求人者数が低減したため、大学の新卒者の就業問題が益々
顕著になっている。国有の大・中企業は金融危機のインパクトによる影響が相対的に小さいた
め、求人者数の減少も相対的に少なかった。しかし、小型民間企業、ハイテク企業、私営企業、
外国企業及び製造業、IT 産業、住宅業などの企業・産業は、金融危機のインパクトによるダメー
ジが相対的に大きいため、関連の求人者数を顕著に低減させ、2009 年の関連分野の新卒者の就
業困難という異常事態に陥っている。そのほか、経済減速、企業経営が相対的に困難という状
況下で、技能不足、高齢者といった就業困難者層の就業がより困難なものになった。この状況
に対し、中部各省も一連の就業促進措置を打ち出した。2009 年第 2 四半期の末、中部地区の農
村出稼ぎ労働者数は前四半期に比べ、80 万人が増加し、1.8%上昇した。ただし、就業機会拡大
という目標を達成するまでは、一定の距離が存在し、就業圧力が依然として大きい。 
 
（六）経済成長を支える内なる動力がまだ強くない 
現在、中部各省の経済回復の兆しが見え始めた。しかし、経済構造の転換が遅れているため、
中部経済が回復にはまだ時間がかかる。まず、中部地区の産業構造は主にエネルギー産業が主
導であり、経済成長が大きな割合でエネルギー・原材料産業に頼らざるをえなかった。これら
の産業は、国民経済産業チェーンのフロントエンドに位置しており、国際金融危機のインパク
トを受けた時期が遅れたものの、影響が深かったため、経済が回復するにはまだ時間がかかる。
つぎに、中部地区の経済回復の基礎がまだ不安定、経済成長方式が粗放的であり、特に経済構
造が合理性に欠けるため、中部地区経済発展を制約する要素が依然として存在する。世界経済
の減速が底打ちには達しておらず、外需の寄与が縮小する一方、外国貿易の見通しについて楽
観的なものではなかった。投資・需給の成長率が増大するものの、政府の投資によって民間投
資を牽引する効果が小さいため、民間資本のスタートが遅れている。消費・需給が安定に増大
するものの、就業形勢の悪化、農民所得増加困難などの要素が、住民の将来の消費支出・消費
の高級化を制約しかねない。また、銀行の融資が拡大するものの、企業が受けた恩恵が少なく、
持続的な投資が「ネック」に直面している。金融システムの不完全、金融市場の未発達、個人
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信用情報システムの不完全、銀行間の情報の非対称性、さらに一部分の産業が独占状態にあり、
内需を拡大するための資金の継続が困難となった。中央政府は一連の中小企業促進措置を実施
し、銀行の貸付金利を低く抑え、商業銀行の融資を拡大させたとはいえ、銀行が中小企業を信
用していないため、特に現在の金融危機下で、リスクを下げるため、中小企業に対する融資を
渋り、融資を行わないケースもめずらしくない。これら制約要素の存在は、中部地区の経済回
復の基礎が不安定であり、経済成長を支える内なる動力をさらに強化する必要があることを物
語っている。 
